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懇談会の開催経緯 

 

第１回 平成２８年 ８月２９日（月） 

  ・不動産鑑定評価制度の現状と課題 

・今後の不動産鑑定評価制度に関する主な論点① 

・社会のニーズに対応した鑑定評価のあり方 

 

第２回 平成２８年１０月２８日（金） 

  ・今後の不動産鑑定評価制度に関する主な論点② 

・日本不動産鑑定士協会連合会のプレゼンテーション 

・不動産鑑定士の人材育成のあり方 

 

第３回 平成２８年１２月２０日（火） 

  ・依頼者・利用者向けアンケートの進捗状況 

・不動産鑑定士の業務領域の現状 

・専門性を活かして活躍・貢献できる不動産鑑定士のあり方 

 

第４回 平成２９年 ２月１４日（火） 

  ・依頼者・利用者向けアンケートの結果 

・ユーザー視点に立った制度のあり方 

・鑑定評価における先進的な取組の促進 

 

第５回 平成２９年 ３月１３日（月） 

  ・検討の方向性に関する骨子案 

 

第６回 平成２９年 ５月３１日（水） 

  ・グローバル化への対応 

・取りまとめ素案 

 

第７回 平成２９年 ７月 ４日（火） 

  ・不動産鑑定評価制度の今後の方向性（当面の方策に関する提言） 
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はじめに 

 

不動産鑑定評価制度は、不動産市場の情報基盤として透明性向上に重要な役割を担って

いる。 

例えば、1970 年（昭和 45 年）から毎年実施されている地価公示は、不動産取引の重要

な指標となるほか、相続税・固定資産税評価の基準となるなど様々な役割を担う重要な制

度インフラとなっている。そして、その実施に当たっては、鑑定評価員として全国の標準

地について評価作業を行う不動産鑑定士の存在が不可欠である。また、不動産の流動化の

代表的な手法であるＪリートにおいては、証券化対象不動産の取得等に際し鑑定評価が義

務付けられているが、その評価結果の概要は、開示情報として投資家の投資判断にも大き

な影響を与えるものである。 

 

不動産鑑定評価制度は、不動産鑑定士・不動産鑑定業者を規律する「不動産の鑑定評価

に関する法律」と、鑑定評価の実務に関する最上位の規範となる「不動産鑑定評価基準」

を中核として構成されている。どちらも制定から既に半世紀以上が経過しているが、これ

までも経済や社会の状況など時代のニーズに対応した改正が行われてきている。しかし、

長期的な人口減少局面という大きな時代の転換期にある現在、不動産鑑定評価制度が前提

とする不動産市場にも、様々な要因による変化が生じている。 

国土審議会土地政策分科会企画部会が 2016 年（平成 28 年）８月に取りまとめた「土地

政策の新たな方向性 2016」においては、土地政策の新たな方向性として、成長分野の土地

需要を確実に捉え、経済成長を支える土地利用を実現することや、これまでに蓄積された

宅地ストックをうまく使い、国民生活の質の向上に資するような豊かな土地利用を実現す

ることを目指し、「最適活用」や「創造的活用」を進めていくこととされた。そして、最適

活用や創造的活用を支える情報基盤の充実など、土地政策を支える施策ツールの検討につ

いても鋭意進めていく必要があるとされたところである。 

このような土地政策の方向性を踏まえ、変化する時代のニーズに的確に対応していく上

で、不動産鑑定評価制度にはどのようなことが期待されるのか。同時に、不動産鑑定士・

不動産鑑定業者はどのように変わることが期待されるのか。 

 

このような問題意識の下、不動産鑑定評価制度懇談会では、2016 年（平成 28 年）８月

から、不動産鑑定評価制度全般についての見直しを始め、現状の課題や今後の方向性につ

いて幅広い検討を重ねてきた。 

本提言は、本懇談会におけるこれまでの検討を基に、今後の不動産鑑定評価制度の方向性

と取り組むべき施策を取りまとめたものである。関係機関において、本提言に沿った施策

の具体化と必要な制度改正の検討を早期に進めることを期待する。 
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１．不動産鑑定評価制度の概要 

 

（１）制度の特徴、不動産鑑定士及び不動産鑑定業者の役割 

① 不動産鑑定評価制度は、1963 年（昭和 38 年）に制定された「不動産の鑑定評価に関

する法律」（以下「法」という。）を根拠法とし、法第１条において、「土地等の適正な

価格の形成に資すること」を目的として規定している。これは、一般の諸財とは異な

る特性（不動性、非代替性など）を有する土地等の不動産については、不動産の鑑定

評価によって合理的な価格情報が一般に提供されることにより、市場において適正な

価格が形成されることを目指したものであり、今日においても、不動産市場における

情報基盤として重要な制度インフラとなっている。また、不動産の鑑定評価に当たっ

ては、実地調査により対象不動産の物的確認が義務付けられており、これが不動産の

鑑定評価の高い信頼性に繋がっている。 

 

② 不動産の鑑定評価を行う主体として、法は、「不動産鑑定士」と「不動産鑑定業者」

を規定している。実際に不動産の鑑定評価の実務を行うのは国家資格を持つ「不動産

鑑定士」であるが、鑑定評価を業として行うのは「不動産鑑定業者」である。そし

て、「不動産鑑定士でない者は、不動産鑑定業者の業務に関し、不動産の鑑定評価を行

ってはならない。」（法第 36 条第１項）とされていることから、業として行われる不動

産鑑定評価については不動産鑑定士に対して独占的な地位が付与されている。この

「士」と「業者」の複合的な関係が、他の「士法」や「業法」に基づく制度とは異な

る、不動産鑑定評価制度の大きな特徴である。 

 

③ 不動産鑑定士の業務として、法は、第３条第１項において、「不動産の鑑定評価」を

規定するとともに、同条第２項において、「不動産の客観的価値に作用する諸要因に関

する調査・分析、不動産の利用、取引若しくは投資に関する相談に応じること」（以下

「相談等業務」という。）を規定している。この相談等業務は、不動産鑑定士の独占業

務ではないが、不動産の鑑定評価と密接に関連する業務分野であり、不動産鑑定士が

資格名称を用いて行う場合には、守秘義務の規定や行政庁による懲戒処分の規定が適

用されるなど、法に基づく規制が及ぶ。 
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（２）不動産鑑定士及び不動産鑑定業者の状況 

① 本年１月現在における不動産鑑定士の登録者数は約 8,300 名、不動産鑑定士補を含

めると約 9,500 名である。不動産鑑定士のうち、不動産鑑定業に従事している者の割

合は６割程度、不動産鑑定士補を含めると５割程度であり、不動産鑑定士が不動産鑑

定業以外に従事する職業としては、不動産業、専門サービス業(弁護士・公認会計士・

税理士)、金融業など様々な業種がある。 

不動産鑑定業者の登録業者数は、本年１月現在で約 3,300 業者である。このうち、

複数の都道府県に事務所を設けている大臣登録業者は約 80 業者であり、他の業者は一

つの都道府県に事務所を設けている知事登録業者である。不動産鑑定業者のうち、所

属する不動産鑑定士が１名の業者が全体の８割を超える1など、小規模な事業者が非常

に多い状況にある。 

 

② 不動産鑑定業者への業務の依頼状況（2016 年（平成 28 年）実績）を大臣登録業者、

東京都の知事登録業者、東京都以外の知事登録業者に分けてみると、依頼者全体にお

ける個人からの依頼は、いずれも報酬額ベースで全体の１割に満たない。 

一方、国や地方公共団体などの公的主体からの依頼は、大臣登録業者及び東京都の

知事登録業者では全体の１～３割程度であるが、東京都以外の知事登録業者では約７

割となっており、特に地方の不動産鑑定業者においては、公共機関からの依頼が業務

の大きなウェイトを占める状況にある2。  

                                                   
1 図１参照 
2 図２参照 
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２．不動産鑑定評価をめぐる経済社会状況の変化 

 

近年の経済社会状況の変化は、不動産市場を通じて、鑑定評価にも様々な影響を及ぼ

し得る。そのうち、不動産鑑定評価に大きな影響を及ぼすものとしては、生産性向上や

経済成長につながる動き、人口減少・少子高齢化に伴う土地利用の変化に関する動き、

災害への対応や国土保全への取組の必要性などが挙げられる。 

 

（１）生産性向上や経済成長につながる動き 

① 新しい成長分野における経済活動の高度化 

訪日外国人旅行者数の急増やＥコマース市場の拡大、超高齢化社会の進展などに伴

い、観光・宿泊業、物流業、ヘルスケア産業といった新たな成長分野が拡大し、不動

産に対する需要が多様化しつつある。これらの不動産の利用に当たっては、あらかじ

めその収益性を的確に判断して経済価値を求めることが必要となる。 

特に、多数の投資家から資金調達を行う不動産の証券化において、このような不動

産価値の把握が進んできている3ことからも、鑑定評価を行う不動産鑑定士・不動産鑑

定業者の役割と責任は非常に大きい。 

一方、ホテル・ヘルスケア施設等の事業用不動産の鑑定評価においては、それぞれ

の資産の特性に応じた、鑑定評価における要点に対する説明ニーズが高まっている。

従来にも増して、分かりやすく、説得力のある鑑定評価を提供していくことが求めら

れている。 

 

② リート市場の拡大等ユーザーの拡大 

新たな成長分野に供される不動産の質的・量的拡大に応じて必要な民間資金を調達

する市場として、Ｊリート市場を始めとする不動産投資市場は重要な役割を果たして

いる。2017 年（平成 29 年）６月に閣議決定された「未来投資戦略 2017」では、不動

産投資市場の成長目標として、2020 年（平成 32 年）頃までにリート等の資産総額を約

30 兆円に倍増することが掲げられた。 

証券化対象不動産については、鑑定評価が活用される場合が多いことから、2007 年

（平成 19 年）に不動産鑑定評価基準において各論第３章「証券化対象不動産の価格に

関する鑑定評価」を新設するなど、これまでも市場の拡大に対応するための制度的措

置を講じてきたところである。 

しかし、前述のとおり、不動産投資市場については今後も更なる拡大が期待されて

いることや、所有者のみならず投資家など不特定多数の利用者が存在し、その投資家

                                                   
3 図３参照 
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層も国内外問わず拡大していることなどを考えると、鑑定評価に当たっては、ユーザ

ーの利便性・ユーザーからの信頼性に関して一層の向上が求められる。 

一方で、不動産投資市場では、法令・規則等において鑑定評価の利用が求められて

いない場合もあり、鑑定評価をめぐり、証券化対象不動産の買い手に過度な負担や制

約がかかることで、市場の成長を阻害しないように留意する必要がある。 

 

③ 鑑定評価のグローバル化 

不動産市場のグローバル化が進展する中、鑑定評価結果の国際的な比較可能性の重

要性が高まっている。 

とりわけ企業会計においては、財務諸表作成において必要となる不動産の時価評価

に際して鑑定評価が活用されているが、近年、国際財務報告基準（IFRS）4を任意適用

する企業が増加していることに伴い、今後、投資用不動産の再評価や保有不動産の減

損処理、事業の買収・再編といった様々な場面において、IFRS と親和性の高い国際評

価基準（IVS）5に準拠した評価が求められることが考えられる（資産の公正価値の測定

に関して IFRS と IVS が連携することが公表されている。）。また、海外のファンド等に

よる国内不動産への投資が拡大する中、海外投資家からも IVS に準拠した鑑定評価が

求められるケースが増えると見込まれる。 

さらに、不動産の証券化においては、リートによる海外不動産の取得に関する取組

も進んできており、インバウンドだけでなくアウトバウンドの面でもグローバル化が

進んでいる。また、国連責任投資原則（PRI）6に賛同署名する投資家の増加により、不

動産投資において ESG7（環境・社会・ガバナンス）への配慮を求める認識も広がりつ

つある8。 

このような動きを踏まえて、鑑定評価においても適切な対応を講じていく必要があ

る。 

 

 

                                                   
4 国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards）とは国際会計基準審議会

（International Accounting Standards Board）が策定する会計基準である。 
5 国際評価基準（International Valuation Standards）は、世界の評価専門家団体等が加盟する非営利の民

間団体である国際評価基準審議会（IVSC: International Valuation Standards Council）が策定する財務

諸表に計上される主要な資産を対象とする評価基準である。 
6 国連環境計画（United Nations Environment Programme）の金融イニシアチブ（Finance Initiative）及

び国連グローバルコンパクト（The United Nations Global Compact）が事務局となり、2006 年に策定した

世界共通のガイドラインで、PRI 署名機関数は、2016 年 10 月現在で、世界から 1,500 強、日本から約 50 と

なっている。 
7 環境(Environment)・社会(Social)・ガバナンス(Governance)に関する課題への対応が企業価値に影響を与

えうるという考え方に基づき、長期的な観点で企業の持続可能な価値を評価し、長期のパフォーマンス向上

を念頭に投資すること。 
8 図４参照 
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④ ＩＴの活用 

ＩＴを活用した「Real Estate Tech（不動産テック）」が世界中で急成長しており、

オープンデータ化やテクノロジーの進歩を背景に、情報量が多く、操作性の高い不動

産関連サービスが展開しつつある9。 

不動産鑑定評価においても、このような動向を見据えた対応として、業務における

ＩＴの活用や、地価公示の鑑定評価において得られた情報の社会的利用などが求めら

れる。同時に、不動産鑑定士の専門性が不可欠である知識、経験、判断力及び伝達力

について、その付加価値を高めていくための努力も重要である。 

 

  

                                                   
9 図５参照 
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（２）人口減少・少子高齢化に伴う土地利用の変化に関する動き 

① 空き家等の増加 

全国で空き家・空き地や所有者不明土地の増加が深刻な問題となっており、今後 10

年程度で、相続等を契機として空き家等となる不動産が加速度的に大量発生する可能

性がある10。一方、高齢化の進展に伴い、高齢者世帯の住宅ストック活用のために、リ

バースモーゲージなどのニーズが高まる可能性がある。 

このような課題・ニーズへの対応については、例えば、空き家の場合は、現状の建

物を存続して活用すべきか、あるいは除却すべきか、空き地の場合は、その管理の費

用や利活用した場合の便益がどの程度なのか、など不動産の経済価値を踏まえた判断

が必要となる。リバースモーゲージについても、対象物件の将来を見据えた担保価値

をどう評価するかが重要である。 

このような新たな公共性の高いニーズである空き家等への対応に当たり、市場価値

や利用価値を適正に把握する上で、鑑定評価の知見やノウハウは有効であり、不動産

鑑定士が果たす役割も大きいと考えられる。今後、このような社会的な課題の解決に

向けて、関係者と連携して取り組んでいくべきである。 

 

② 収益性や利便性以外の要素にも着目した土地利用 

人口減少を居住環境の向上を図るチャンスととらえ、土地の収益性や利便性以外の要

素にも着目した、広く豊かな土地利用を推進する動きも見られる。 

「土地政策の新たな方向性 2016」では、都市農業・農地を再評価する都市住民のニー

ズの変化等を背景とし、都市農地の位置付けを「宅地化すべきもの」から都市に「ある

べきもの」へと転換することとした上で、2016 年（平成 28 年）５月に閣議決定された

都市農業振興基本計画等を踏まえ、都市農地を保全するとともに、空き地となった宅地

を農地や緑地等に転換していくことも有効であると指摘されている。 

高度成長期に確立した現在の不動産鑑定評価制度は、居住、商業活動、工業生産活動

に利用される建物や構築物の敷地となる宅地については、数多くの評価実績を基に詳細

な評価手法が発達しているが、宅地とは異なる土地利用に関する評価手法については必

ずしも十分とは言えない状況にある。 

今後は、鑑定評価においても、経済価値の高い宅地としての土地利用の観点だけでな

く、都市における緑や農など、様々な土地利用に対する評価ニーズが高まる可能性があ

ることから、制度と実務の両面での対応が求められる。 

 

  

                                                   
10 図６参照 
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（３）社会の基盤となる活動の重要性 

①  災害発生時における地域支援 

不動産鑑定士は、地域に密着した不動産の専門家として、災害発生時においても、様々

な支援活動に取り組んでいる。例えば、2011 年（平成 23 年）３月に発生した観測史上

最大の地震である東日本大震災の際には、震災によって生じた二重ローン問題に関し担

保価値の評価に貢献し、また、2016 年（平成 28 年）４月に発生した熊本地震の際には、

罹災証明書発行のために必要となる住家の被害認定調査の支援や現地相談対応などに

不動産鑑定士が従事した。 

今後も災害時における地域支援の役割が期待される。 

 

②  国土保全への取組 

我が国の不動産の経済価値の適切な把握は、国土保全の観点からも極めて重要である。

今後、地価公示を始めとする公共機関の依頼による土地評価に加え、国土保全に向けた

積極的な取組が期待される。 
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３．不動産鑑定評価における今後の課題 

 

１．では現在の不動産鑑定評価制度の概要について述べ、２．では経済社会状況の変

化による影響について述べた。不動産鑑定業者には小規模な事業者が多く、また依頼者

については、公共機関が多く、個人が少ないといった現状があることについては前述の

とおりである。 

一方、従来とは異なる新たな評価ニーズが生まれ、鑑定評価に求められる役割もより

高度化・多様化していることについても前述のとおりである。 

このような点も踏まえれば、不動産鑑定評価における今後の課題は、次のとおりであ

る。 

なお、現行制度は、「不動産鑑定士」に対する規律を中心とし、関連して「不動産鑑定

業者」に対する規律を設けている色彩が強いものとなっている。しかし、今後の鑑定評

価をめぐるニーズの拡大や、ユーザーの多様化を踏まえれば、「鑑定士」のみに依存せ

ず、「鑑定業者」を含む関係者が役割や責任を分担すべき点が多いと考えられる。 

依頼者が鑑定評価を依頼するのは「業者」に対してであり、「業者」を通じて実際に鑑

定評価の実務を行うのが「士」である。したがって、例えばユーザーの利便性の向上、

ユーザーからの信頼性の向上については、ユーザーとの窓口である「業者」が主体とし

て取り組むべきと考えられる。また、不動産鑑定士の資質の維持・向上についても、

「士」が自ら取り組むべきものではあるが、「業者」の理解と協力を伴うものである。 

したがって、次に掲げる諸課題についても、このような「士」と「業者」との責任関

係の明確化に留意して、具体的な制度設計を検討すべきである。 
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（１）多様なニーズに応えるための機能強化 

１）高度化・多様化する評価ニーズへの対応 

① 適切な動産の評価 

現行の法は、鑑定評価の対象を不動産（土地若しくは建物又はこれらに関する所有

権以外の権利（法第２条第１項））と規定しているが、これは、民法における不動産

（土地及びその定着物（民法第 86 条第１項））とは、その対象範囲を異にしており、

かつ、現行の法において不動産とされているもの以外のものの取扱いについては、特

段の規定がない。 

しかしながら、新たな成長分野であるホテル・ヘルスケア施設として供される事業

用不動産や、太陽光発電などの再生可能エネルギー発電設備に供される不動産の中に

は、資産全体の価値に占める土地・建物以外のもの（動産）の価値のウェイトが高い

ものもあり、実務上は依頼者から不動産と動産を一体とした評価を求められることも

多い。 

しかし、動産に係る評価については、法に基づく規制が適用されず、評価基準も未

整備であるため、現行のままでは適正な評価が行われないおそれがあり、これを防止

することが求められる。 

 

② 農地等の評価 

現行の法は、農地等の取引価格を評価する場合は、農地等以外のものとするための取

引に係るものを除いて、不動産の鑑定評価に含まれないものと規定している（法第 52

条）。このため、農地等についても、法に基づく規制が適用されず、評価基準も未整備で

ある11。 

しかしながら、公的部門の評価（競売、公売、課税評価）、担保価値の査定、相続財産

の評価などのニーズがあり、依頼者・利用者向けアンケート調査12の結果によれば、国や

地方公共団体から評価内容の充実を求める意見も多い13。このように、農地等について

も中立的な立場に立脚した質の高い評価が社会的に要請されていることから、法に基づ

く規制を適用し、ユーザーから高い信頼を得られる評価の仕組みを整備する必要がある。 

 

２）個人等の新たなニーズへの対応 

不動産鑑定評価の依頼者は、国や地方公共団体などの公共機関や、金融機関、不動産

関連の企業などが大半であり、前述のとおり、個人からの依頼で鑑定評価を行うケース

は、現状では報酬額全体の１割未満にとどまっている。 

                                                   
11 図７参照 
12 国土交通省が不動産鑑定評価の依頼者・利用者に対して行ったアンケート調査（調査期間：平成 28 年 11

月 10 日～25 日、対象者：金融関係、不動産業・建設業、専門サービス業、国・地方公共団体等、回答数：

1,560 件）。 
13 図８参照 
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しかし、現在、既存住宅の流通促進に関連して、鑑定評価を組み入れた金融商品の開

発など新たな取組が見られる14。また、前述のとおりリバースモーゲージなどのニーズ

が今後高まる可能性もあり、個人から不動産鑑定士の知見を求められる場面も想定され

る。 

現状において個人からの依頼が少ない理由としては、そもそも不動産鑑定評価に馴染

みが薄いこと、鑑定評価の費用の負担感などが考えられるが、潜在的なニーズを顕在化

するとともに、より効率的な評価を通じた個人からも依頼しやすい仕組みを整備するこ

とにより、鑑定評価が不動産市場における情報基盤としての役割を一層果たしていくこ

とが求められる。 

 

３）地域の課題への対応や災害時の緊急支援 

地域に密着して活動する不動産鑑定業者は、現状では公共機関からの依頼が大きな

ウェイトを占め、相続税評価・固定資産税評価や公共用地の取得に関連する補償のた

めの評価などの受託業務が多いと考えられる。 
一方で、不動産鑑定士は、現場の詳細な調査を通じ、現地に即した中立的な評価を

行うという特殊な権能を有している。 
今後は、地域に精通しているという強みを活かし、地方都市への拡大が期待される

不動産の証券化、所有者不明土地問題、空き家の再生や空き地の新たな活用、あるい

は公的不動産の利活用といった地域の課題も含めて、より幅広い業務分野に持続的に

対応できることが求められる。 
併せて、災害時の緊急支援に対応していくことが期待されている。 

 

４）コンサルティング業務の強化 

相談等業務は 2004 年（平成 16 年）の法改正によって規定され、これによって不動産

鑑定士は、不動産の鑑定評価だけを行うのではなく、調査・分析や相談に対する助言・

提案など不動産に関する様々なサービスを提供できることが明確化されたと言える。 

しかしながら、相談等業務の実績は近年横ばい傾向であり、また不動産の利活用に関

する調査など助言・提案を行う業務については実績のない業者が大多数である15。一方

で、依頼者・利用者からは、不動産の価格の提示に加えて、専門性を活かした助言など

の関連業務を求めるニーズがあることから、相談等業務についても対応力を強化する必

要がある16。 

  さらに、例えば地方公共団体が公的不動産の活用を検討・検証するに当たっては、費

用に見合う便益がどれだけ生じるかを簡便に把握することが重要であるが、不動産鑑定

                                                   
14 図９参照 
15 図１０参照 
16 図１１参照 
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士は、鑑定評価の知識・スキルを活かして、費用や便益を具体的な価格で示しつつ、そ

れを踏まえて当該不動産の利活用の助言を行うこともできると考えられる。このような

不動産の鑑定評価と相談等業務が融合したコンサルティング業務にも、積極的に取り組

んでいくことが求められる。 

 
５）先進的な取組の実務への反映 

不動産の鑑定評価は、不動産鑑定士によって日々行われる実践的な活動のみならず、

学術研究や技術進歩を通じて、絶えず発展の過程にあると言える。しかしながら、鑑定

評価の拠り所となる不動産鑑定評価基準の改正は、全国の鑑定評価実務に影響を及ぼす

ことから、頻繁には行い難い。 

このため、基準改正時点からの時の経過に応じて、鑑定評価における先進的な取組と

不動産鑑定評価基準との間におけるギャップが拡大することが避けられないが、鑑定評

価において有益と認められる先進的な手法については、仮に鑑定評価基準に明示されて

いない場合においても、依頼者のニーズに応じて、弾力的に実務に反映させていくこと

ができる仕組みが求められる17。 

併せて、空き家・空き地や所有者不明土地といった新たな課題についても、不動産鑑

定評価がどのように関わりうるか、研究を進めることが必要である。 

 

  

                                                   
17 図１２参照 
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（２）業務の多様化に対応した適正な業務基盤の確保 

１）鑑定士・鑑定業者に関する情報の充実 

不動産の鑑定評価等の依頼に当たっては、依頼目的に合致する不動産鑑定業者・不

動産鑑定士に関する情報が多いことが望ましい。 
この点については、不動産鑑定業者や不動産鑑定士等の団体において、依頼者向け

の情報提供をホームページ等で行っているが、依頼者・利用者向けアンケート調査の

結果によれば、不動産鑑定士・不動産鑑定業者の専門性・信頼性を判断する材料が乏

しいと考える依頼者・利用者も多い18。入手できる情報が少ないことが、鑑定評価の依

頼・利用に当たっての支障となっている可能性があることから、一層の情報提供が求

められる。 
 

２）分かりやすい鑑定評価書の作成等 

鑑定評価書は、鑑定評価の成果物として、法においても、「不動産鑑定業者は、不動

産の鑑定評価の依頼者に、鑑定評価額その他国土交通省令で定める事項を記載した鑑

定評価書を交付しなければならない。」（法第 39 条第１項）と規定している。 
鑑定評価額は依頼者のみならず社会に大きな影響を及ぼすことがあることから、依

頼者その他の関係者にとって十分分かりやすく、納得させるに足るものであることが

必要である。しかし、依頼者・利用者向けアンケート調査の結果によれば、鑑定評価

書の記載方法や使用する用語が業者によってまちまちであること、評価内容や数値の

設定根拠が分かりにくいことを問題と考える依頼者・利用者も多い。このため、鑑定

評価書の内容についても、ユーザーの目線で分かりやすく説明することが求められ

る。 
また、鑑定評価額が原則として最有効使用や一般的な用法を前提として算定されて

いることなど、不動産鑑定士にとっては当たり前と思われる知識も、ユーザーには必

ずしも十分認識されているとは限らないため、鑑定評価に対するユーザーの理解を深

めていくためにも、鑑定評価がどういうものかを分かりやすく説明することも重要で

ある。 
また、高度化・多様化する評価ニーズに的確に対応するためには、案件に応じて不

動産鑑定業者が連携し、必要に応じて共同体制を構築することも有効である。 
 
３）コンプライアンス体制の強化 

① 依頼者プレッシャーへの対応 

不動産鑑定評価制度は、不動産鑑定士という国家資格が社会から信用されているこ

とを前提とするものであり、この不動産鑑定士に対する社会からの信頼を保持する観

                                                   
18 図１３参照 
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点から、法は、不動産鑑定士の業務に関し不正又は不当な行為を戒め、そうした行為

を行った不適格な不動産鑑定士を業務の担い手から排除するための規定を設けてい

る。 
具体的には、不動産鑑定士が不当な鑑定評価等を行った場合には、国土交通大臣が

当該不動産鑑定士の懲戒処分を行うことができ（法第 40 条）、さらに不動産鑑定業者

の責めに帰すべき理由がある場合には、国土交通大臣又は都道府県知事が当該業者の

監督処分を行うことができる（法第 41 条）こととされている。 
しかし、不動産鑑定士が故意に不当な鑑定評価を行う場合、その背景には評価内容

についての依頼者からの強い要請、いわゆる依頼者プレッシャーが存在することもあ

り、実際に過去に懲戒処分が行われた事案もある19。依頼者・利用者向けアンケート調

査の結果によれば、不動産鑑定業者の依頼者プレッシャーへの対応について不安を持

つ利用者も見られることから、このような不安を解消していくための対策の強化が求

められる。 
 
② 組織・審査体制の強化 

鑑定評価額がどのような考え方に基づき判定されているかといった点は、多くの依

頼者にとって十分にチェックすることは困難なものであり、これが後日のトラブルの

原因となりかねない。 
このため、国土交通省においては、「鑑定評価モニタリング」として、不動産鑑定業

者に対する立入検査、その結果についての検証、実務の改善に関する指導・要請など

を毎年実施しているところであるが、行政庁によるチェックに加え、基本的には、不

動産鑑定業者が自ら適切な組織体制や厳格な審査体制を構築することが重要である。 
現に、依頼者・利用者向けアンケート調査の結果によれば、不動産鑑定業者の組

織・審査体制に不安を持つ依頼者・利用者も見られる。組織・審査体制の不備は、鑑

定評価に対する信頼性の低下にもつながるおそれがあり、適切な体制の構築に向けた

対応が必要である。 
 
③ 不動産鑑定士等の団体の役割と在り方 

鑑定評価制度の利便性・信頼性の向上については、不動産鑑定業界全体として取り

組むべき点も多い。今後、ユーザー層が拡大・多様化していくことも想定すれば、不

動産鑑定士等の団体が担う役割と在り方についても、一層の充実を図っていく必要が

ある。 
  

                                                   
19 図１４、１５参照 
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（３）鑑定評価の担い手の確保・育成 

１）試験制度の充実 

不動産鑑定士の資格制度が創設されてから半世紀余り、また不動産鑑定士試験の試

験制度が変更されてから 10 年余りが経過しているが、不動産鑑定評価を支える人材の

確保という点においても、時代の変化に伴って様々な影響と課題が生じている。 

現状における不動産鑑定士の登録者数は、前述のとおり約 8,300 名であるが、40 代

と 60 代の占める割合が高く、20 代及び 30 代の割合は全体の１割程度20である。また、

女性の割合は約１割21であるが、女性が働きやすく活躍できる仕事であることも重要で

ある。このような点を踏まえつつ、鑑定評価制度を支える人材を安定的に確保してい

く必要がある。 

不動産鑑定士試験の受験者数は、平成 18 年から平成 27 年まで減少傾向が続いた22。

平成 28 年は微増しているものの、特に 20 代や 30 代の申込者数が従前に比べて大幅に

減少している23。これについては、不動産鑑定士資格の認知度が低いことに加え、論文

式試験の合格までに要する期間が長いことが、要因の一つであると考えられ、よりチ

ャレンジしやすい試験制度とすることが求められる24。 

 

２）研修制度の強化 

① 研修受講の促進 

不動産鑑定士は、不動産鑑定士試験の合格及び実務修習の修了を経て登録され、不動

産鑑定士としての基本的な知識や技能については、この過程において習得されるものと

考えられる。しかし、鑑定士となった後は、法においては、「不動産鑑定士は、鑑定評

価等業務に必要な知識及び技能の維持向上に努めなければならない。」（法第７条）と

いう規定があるものの、研修の受講について具体的に定めた規定は、不動産鑑定士等の

団体による研修の実施(法第 49 条)のほかなく、個々の鑑定士あるいは鑑定業者の自主

的な取組に委ねられている。 

しかし、現状では、不動産鑑定士に対する研修について、業界団体が実施している研

修の受講率は高いとは言い難い状況である25。今後、複雑化・高度化する鑑定評価の知

識・技術、業務分野の多様化に対し、十分に対応していくため、不動産鑑定士が研修を

確実に受講するような仕組みづくりが求められる。 

また、資格取得後も不動産鑑定業に就いていなかった者が初めて不動産鑑定業に従

事する場合や、諸事情により不動産鑑定業を一旦離れた不動産鑑定士が、カムバック

                                                   
20 図１６参照 
21 図１７参照 
22 図１８参照 
23 図１９参照 
24 図２０参照 
25 図２１、２２参照 
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しやすい環境を整備する観点からも、研修制度の充実が重要と考えられる。 

 

② 専門的知識・技能の習得 

不動産の証券化など、鑑定評価において取り扱う分野が多岐にわたるようになり、不

動産鑑定士試験や実務修習によって習得する知識や技能だけでは、十分な対応が困難な

評価分野も生じている。このような分野については、当該評価分野に属する業務の受託

が多い不動産鑑定業者であれば、勤務する組織内でのＯＪＴによって必要な知識や技能

を身につけることが可能であると考えられるが、自己研鑽への意欲は有しつつもＯＪＴ

の機会に恵まれていない不動産鑑定士に対しては、業務分野に特化した専門性を習得す

るための研修が求められる。 

一方で、不動産鑑定士が高い専門性を身に付けていても、そのことをユーザーが認知

し、信頼を置かなければ、実際にその専門性を必要とするような業務の依頼には結び付

かない。このため、専門性を習得する仕組みと併せて、専門性に関するシグナルをどう

出すか、その仕組みづくりも求められる。 
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４．不動産鑑定評価制度の見直しの視点 

 

（１）ユーザー視点に立ち、専門性を活かして広く経済社会に貢献できる仕組み 

① 不動産鑑定士の業務は、極めて個別性の高い不動産の適正な価格を、高度な知識や

データに基づき、かつ中立的な観点から求めるものである。法第５条においても「良

心に従い」業務を行うことが責務とされるなど、極めて特殊な専門的業務である。こ

のため、例えば法制審議会（法務省）における配偶者の長期居住権に関する検討な

ど、他分野での検討においても、不動産鑑定士の知見が求められる場合もある。 

このような不動産鑑定士の業務の特性、及びこれまでに述べた課題を踏まえ、不動

産鑑定評価制度の見直しに当たっては、「ユーザー視点に立ち、専門性を活かして広く

経済社会に貢献できる仕組み」を目指すべきと考えられる。 

 

② 「ユーザー視点に立つ」とは、使いやすさを求めるユーザーに対しては効率性の高

いサービスを、高い品質を求めるユーザーには付加価値の高いサービスを提供するな

ど、個々のユーザーに最適なサービスを提供することを意味する。 

このため、近年ニーズが高まってきた関連評価分野を新たに取り込むことや、フル

スペックではない評価を柔軟に活用することを検討していくべきである。 

また、ユーザーが鑑定評価に対して抱いている疑問や不満に気を配り、情報提供・

説明責任の強化など、利便性や信頼性の向上に資する取組を進めていくべきである。 

一方で、投資家など鑑定評価のユーザーの拡大に伴い、依頼者のほか、不特定多数

の利用者が存在する場合があり、依頼者からのプレッシャーによって、他のユーザー

に悪影響を及ぼす鑑定評価が行われるようなことは、あってはならない。同時に、鑑

定評価に対する依頼者の理解不足がトラブルにつながる可能性もあるため、依頼者と

の間で適切なコミュニケーションを図ることは重要である。 

 

③ 「専門性を活かして広く経済社会に貢献できる」とは、例えば、人口減少による空

き家・空き地や所有者不明土地の増加といった社会的課題に対して、不動産鑑定士が

実務を通じて体得した専門的知識・能力を活かして活用方策を提言していくことを意

味する。 

不動産鑑定士に対しては、中立的な立場で価格を提示する者というイメージが強

く、それは不動産鑑定士への信頼の証でもあると言えるが、社会的課題の解決という

観点からは、中立性をベースとしながらも依頼者の悩みに真摯に向き合うことが重要

であり、このような点からも鑑定評価に加えて、不動産の利用に関する相談に対する

助言・提案なども含めたコンサルティングについても積極的に取り組んでいくべきで

ある。 

さらに、不動産鑑定評価制度が持続的で安定的な制度であるためには、制度の根幹



21 

となる不動産鑑定士の資質の維持・向上、人材の確保・育成に向けた取組を強化して

いくべきである。 

 

（２）行政と業界との適切な役割分担 

  また、制度の見直しに当たっては、他の資格制度の実情も参考としつつ、行政と業界

の適切な役割分担を図っていくべきである。例えば、「ある実務の公正な慣行が業界の自

主ルールとなり、最終的には行政庁が定める基準となる」というように、行政によるル

ール化に先立ち、まず不動産鑑定士等の団体が自律的にルールを定め、あるいは内部統

制による自律機能の強化を図るなど、適切な役割分担が必要である。併せて、全国団体

と地域団体との役割分担や、団体による政策提言機能の強化についても検討すべきであ

る。 

 

（３）制度見直しへの取組方針 

今回の制度見直しは、経済社会状況の変化に伴って生じている諸課題について、包

括的に検討を行ったものであり、また、今後各種の実情を把握しながら取り組むべき

課題もあることから、できるものから順次取り組み、引き続き検討が必要なものは、

更に検討を深めていくべきである。 

新たな公共性の高いニーズである空き家・空き地や所有者不明土地問題、中古住宅

の流通活性化などの諸課題についても、不動産鑑定士の貢献が期待されることから、

今後、関連する検討動向を踏まえて、不動産鑑定士の役割やより実効性の高い制度見

直しについて検討を進めていくべきである。 
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５．今後の方向性及び取り組むべき施策 

 

（１）多様なニーズに応えるための幅広いサービスの提供 

(今後の方向性) 

１）評価対象の拡大への対応 

観光・宿泊業、物流業、ヘルスケア産業といった新たな成長分野における不動産需要

に伴う鑑定評価ニーズに対応した制度設計を行うべきである。 

このため、不動産と動産を一体とした評価や農地等の評価など、これまで鑑定評価の

主たる対象ではなかった評価分野について、近年の社会的要請などを踏まえて、鑑定評

価における取扱いの見直し、評価方法の統一及び充実を図ることが必要である。 

 

２）新たなニーズを踏まえた効率的な評価の導入 

個人依頼者が鑑定評価の依頼に当たって重視する要素は、品質、時間、コストなど

様々であることに鑑み、「効率性の高いサービス」が求められる分野、特に個人の評価

ニーズが想定される住宅分野においては、ニーズを踏まえた効率的な評価方法を導入す

ることを検討すべきである。 

 

３） 地域を支える業務の推進 

不動産鑑定業界は、不動産の専門家として災害支援など地域支援を積極的に行うこと

が期待される。また、地価公示、都道府県地価調査を始め公共機関の依頼による評価

は、社会的な影響が大きく、引き続き、地域に密着した適切な評価が期待される。その

際、安定的な事業環境の確保が求められる。 

 

４）多様なコンサルティング業務の推進 

単に鑑定評価にとどまらず、対象不動産の利活用の在り方についての検討が併せて求

められる分野においては、価格の提示と相談に対する助言・提案とを組み合わせて行う

など、不動産の鑑定評価と相談等業務が融合した質の高いコンサルティングサービスの

提供を促進することが必要である。 

 

５）社会経済状況の変化に柔軟に対応する方策の探求 

土地のみならず建物の評価手法の進展や、不動産の「創造的活用26」や環境・社会配

慮を踏まえた評価など、新たな評価手法や評価分野を求めるニーズに対して的確に対応

                                                   
26 国土審議会土地政策分科会企画部会における「土地政策の新たな方向性 2016」では、「低・未利用の土

地・不動産ストックについて、所有者による利用、市場での取引・収益性、住宅や宅地としての利用にこだ

わらず、その価値が見直されてきている農や緑としての利用や空地にこそ価値を見出していく利用といった

広く豊かな土地利用、成長分野も含めた住宅以外の多様な用途での利用など、活用の選択肢を増やし、隠れ

た需要を顕在化させること」を創造的活用としている。 
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していく必要がある。 

このような観点から、鑑定評価に関する先進的な取組を後押しするとともに、有益な

手法については、弾力的に実務へ反映させていくことが必要である。 

 

（取り組むべき施策） 

１） 評価対象の拡大への対応 

① 動産に関する評価方法の確立 

不動産と一体となって収益を生み出す動産について、不動産評価との区分を明らか

にした上で、法令上の取扱いの明確化や、動産の評価方法の統一化に向けた不動産鑑

定評価基準等の改正により、評価方法の確立を図る。 

 

② 農地等に関する評価方法の確立 

農地等について、不動産の鑑定評価の対象外としている取扱いの見直しや、評価方

法の統一化に向けた不動産鑑定評価基準等の改正により、評価方法の確立を図る。 

 

２）新たなニーズを踏まえた効率的な評価の導入 

既存住宅の流通促進や空き家の再生など、特に個人の評価ニーズが想定される住宅

分野の評価において、ニーズを踏まえた評価を行う場合の要件や評価方法を示した評

価指針の作成等により、効率的な評価の導入を図る。 

なお、効率的な評価の導入に当たっては、その評価をどのようにして行うことが

適当か（例えば評価方法の限定、新たな技術の活用による作業の省力化など）、求め

られるニーズを考慮して検討することが必要である。 

また、鑑定評価について、不動産鑑定評価基準に則って行われるものとこれに則ら

ずに行われるものとが、それぞれどのような場面で活用されているのかといった点に

ついて、依頼者が理解していない場合には、結果的に、効率的な評価による成果物を

不十分な鑑定評価と誤解し、ひいては不動産鑑定士への信頼が損なわれてしまうおそ

れもある。したがって、依頼目的等を十分に吟味して行う必要があることに留意しな

ければならない。 
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３）地域を支える業務の推進 

① 不動産鑑定士等の団体による地域支援 

東日本大震災や熊本地震などにおける支援実績を踏まえ、不動産鑑定士等の団体

が、罹災証明書発行のために必要な調査や生活再建のための特定調停制度27における

財産の評定及び現地相談といった災害時に必要な対応を支援する体制の強化を図る。 

 

② 公共機関からの依頼業務の適切な実施 

公共機関からの依頼による評価は、地価公示を始め、課税評価や公共用地の取得な

ど様々な場面で極めて重要な役割を果たしており、今後とも地域に精通した不動産鑑

定士の協力により適切に実施していく。 

併せて、鑑定評価の依頼に関する契約の内容や締結に至るプロセスの在り方につい

て、行政と業界が協力して、各地域の事情も含め、実態を把握した上で検討を行う必

要がある。 

 

４）多様なコンサルティング業務の推進 

公的不動産の活用検討に当たり、価格の提示を含めた不動産の利活用に関するコン

サルティングが求められた事例など、不動産の鑑定評価と相談等業務を組み合わせて

行った優良事例集の作成・普及に取り組むとともに、鑑定評価書等に相談等業務に関

する事項を記載する場合の取扱いを明確化することにより、価格の提示を含む多様な

コンサルティング業務の推進を図る。 

 

５）社会経済状況の変化に柔軟に対応する方策の探求 

建物の評価手法の進展、国際的な評価基準への対応、不動産の「創造的活用」や環

境面・社会的要請面を踏まえた評価など、不動産の鑑定評価に関する先進的な取組に

ついて実務に反映させる道筋を整理する。 

併せて、空き地や所有者不明土地といった新たな課題についても、不動産鑑定士が

どのように関わりうるのか、関係者との連携方法も含めた取組方法を研究し、制度面

での対応の整理を進めていくことが必要である。 

  

                                                   
27 「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン（平成 27 年 12 月 自然災害による被災

者の債務整理に関するガイドライン研究会）」に基づき、平成 27 年９月２日以降に災害救助法（昭和

22 年法律第 118 号）の適用を受けた自然災害の影響を受けたことによって、住宅ローン、住宅のリフ

ォームローンや事業性ローン等の既往債務を弁済できなくなった個人の債務者であって、破産手続等

の法的倒産手続の要件に該当することになった債務者について、このような法的倒産手続によらず

に、債権者と債務者の合意にもとづき、債務整理を行うもの。 
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（２）ユーザー目線で利用しやすい制度・体制の構築 

多様なニーズに応える幅広いサービスの提供は、鑑定評価のユーザー層を従来よりも

拡大させる効果を併せ持つものである。個人や鑑定評価に馴染みのない企業などが新た

なユーザー層となれば、これまで以上にユーザーの利便性に対して配慮しなければなら

ない。また、そのことがユーザーからの信頼の向上にもつながるものと考えられる。 

 

（今後の方向性） 

１）情報提供の充実 

依頼者が、鑑定評価の性質や特徴、不動産鑑定業者を選ぶ際に判断のポイントとな

る情報など、鑑定評価の依頼・利用に当たって必要な情報をスムーズに得られるよ

う、情報提供の充実が必要である。 

また、特定の評価分野に係る専門的な知識や能力について、対外的なシグナルとし

ての情報発信の観点と不動産鑑定士自身の自己研鑽を促す観点から、不動産鑑定士の

専門性を認定する仕組みも重要である。 

 

２） 鑑定評価書の改善・説明の強化 

鑑定評価の条件や価格の算定方法、数値の設定根拠など、依頼者・利用者が知りた

い内容や重要な内容を理解しやすいものとするため、鑑定評価書の改善や説明の強化

が必要である。 
 

３）コンプライアンス体制の強化 

鑑定評価に対するユーザーの不安を解消し、信頼性の向上を図る観点からは、不動

産鑑定業者における審査体制等の透明性の確保、不当な鑑定評価の依頼（依頼者プレ

ッシャー）に対する対策が必要である。 

また、個々の不動産鑑定業者では対応できない、鑑定評価に関する質問や苦情に対

する統一的かつ中立的な立場での相談窓口について、不動産鑑定士等の団体が役割を

担うことを明確化し、体制を強化することが求められる。 

 

（取り組むべき施策） 

１） 情報提供の充実 

不動産鑑定士及び不動産鑑定業者の業務の実績や経験、精通する地域や分野、不動

産鑑定業者の組織・審査体制について、他の資格の状況を参考にしつつ、国土交通

省、不動産鑑定士等の団体、不動産鑑定業者などが、依頼者・利用者を対象にホーム

ページ等において提供する情報の充実を図る。 
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２） 不動産鑑定士の専門性を認定する仕組みの構築 

不動産証券化分野など専門的な知識・能力を必要とする評価分野について、当該分

野に関する専門の研修プログラムを策定するとともに、当該研修の受講等により専門

的な知識や技能を習得したと認められる不動産鑑定士に対して、客観的な表示・証明

（称号の付与等）を行う仕組みの構築を図る。 

 

３）鑑定評価書の改善・説明の強化 

① 鑑定評価書の標準的な構成等の明示 

鑑定評価書の構成（記載事項の順序を示したもの）や用語などについて、不動産鑑

定業者が参照できるよう、評価対象不動産の特性に留意しつつ、標準的な記載例の明

示を行う。 
 

② 鑑定評価書の重要な内容に関する依頼者等への説明の強化 

鑑定評価の依頼目的や評価の前提条件、鑑定評価額に強い影響を与える要素に係る

判断根拠など、鑑定評価書の重要な内容に関して、契約前における説明・確認、鑑定

評価書の交付時における概要書の添付や口頭での説明等により、依頼者等への説明の

強化を図る。 

 

③ 依頼者・利用者向けのマニュアルの整備 

鑑定評価にあまり馴染みのない依頼者・利用者向けに、鑑定評価の性質や特徴、依

頼する際のポイントや報酬、鑑定評価書の読み方など、鑑定評価を依頼・利用するに

当たって必要な知識や情報を分かりやすく解説したマニュアルの整備を図る。 

 

④ 情報の社会的利用の推進 

地価公示における正常価格の判定に当たり求めている鑑定評価の情報のうち、投資

判断に有益な物件の収益性に関する情報（還元利回り）の公開や、二次活用がしやす

いデータ形式（CSV データ）での提供など、社会的利用に関する取組を、個人情報の

保護に配慮しつつ引き続き進める。 

 

４）コンプライアンス体制の強化 

① 不当な鑑定評価依頼への対応等 

依頼者から、不動産鑑定評価基準を著しく逸脱するような不当な鑑定評価を依頼さ

れた場合に、不動産鑑定業者が当該依頼を受託してはならないことを明文化するとと

もに、不動産鑑定業者における組織・審査体制（複数業者間で連携して業務を実施す

る場合の分担体制を含む。）の透明性を確保するため、業者が遵守すべきルールの明
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確化や情報公開の充実などの措置を講じることにより、不動産鑑定業者のコンプライ

アンス体制の強化を図る。 

 

②  不動産鑑定士等の団体における相談・支援体制の確立 

鑑定評価書の内容に関する質問や苦情相談のほか、依頼者と不動産鑑定士・不動産

鑑定業者との間で生じたトラブルに関する紛争処理について、他の資格における取組

状況を参考にしつつ、不動産鑑定士等の団体における相談機能の強化を図る。 
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（３）不動産鑑定士の人材育成の充実 

不動産鑑定評価制度を支えているのは不動産鑑定士という人材であり、今後とも優秀

な人材が安定的に確保されなければ、これまで述べた施策も意味を持たないものとなっ

てしまう。このため、人材育成の基盤となる試験制度や研修制度についても、目指すべき

制度に対応した見直しを進めていく必要がある。 

 

（今後の方向性） 

試験制度に関し、不動産鑑定士試験（論文式試験）について、合格までの期間が長期

化している状況を踏まえ、合格に至らなかった場合においても高い成績を得た科目を評

価することで、ゴールが見えやすいと感じられる制度としていくことが必要である。 

また、研修制度に関しては、不動産鑑定士が専門職業家としての職責を果たすため、

常に最新の知識を習得し、資質向上に努めなければならないことに鑑み、業務の従事状

況などを踏まえつつ、継続的に研修を受講するための仕組みが必要である。 

 

（取り組むべき施策） 

１）不動産鑑定士試験における新たな免除制度の導入 

不動産鑑定士試験（論文式試験）において、他の資格試験における免除制度を参考

としつつ科目合格の要素を取り入れ、試験に不合格であった場合でも、民法、経済

学、会計学のうち土地鑑定委員会28が相当と認める成績を得た試験科目については、

一定期間受験を免除する制度の導入を図る。 

 

２）不動産鑑定士の研修受講義務の導入 

不動産鑑定評価基準等の最新の知識の習得や職業倫理の保持等に資する研修につい

て、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会が実施している研修（会員の不動産鑑

定士に対して年間 15 単位以上の受講を求めている。）など現行の研修制度を参考とし

て、不動産鑑定業に従事する不動産鑑定士が、毎年一定時間以上受講することを義務

付けるとともに、当該研修を実施する機関に係る登録制度の導入を図る。 

 

３）不動産鑑定業者の責務の明文化 

不動産鑑定士の研修受講義務の導入と併せて、不動産鑑定業者においても、不動産

鑑定士の研修受講に対する支援、職場内における人材育成（ＯＪＴ）を促すことと

し、不動産鑑定業者が所属する不動産鑑定士の研鑽に努める責務の明文化を図る。 

  

                                                   
28 地価公示法（昭和 44 年法律第 49 号）第 12 条の規定に基づき設置された委員会で、法第 12 条の規定によ

り、同委員会が不動産鑑定士試験を毎年一回以上行うこととされている。 
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（４）今後の検討に当たっての留意事項 

本懇談会では、不動産鑑定評価制度に関する今後の大きな方向性を中心に議論を行っ

たため、例えば、法や不動産鑑定評価基準との関係の整理、個別の課題に関する行政と

不動産鑑定士等の団体を始めとする業界との役割分担など、今後検討が深められるべき

である。 

このため、今後、本提言に掲げた施策の具体化に当たっては、以下のような事項につ

いても留意しながら、更に検討を進める必要がある。 

 

① 動産の評価に関して、不動産鑑定評価制度において対象とすることが必要な動産の範

囲を、より明確に整理し、それを踏まえて法令面や不動産鑑定評価基準における対応

の検討を既存の仕組みに留意しつつ進めることが必要である。 

 

② 不動産の「創造的活用」や環境面・社会的要請面を踏まえた評価に関して、外部効果

を含め当該不動産がもたらす社会的便益と当該不動産の市場価値との関係、当該不動

産の評価において算定する価格の考え方（正常価格又は特定価格）などについて整理

が必要である。 

 

③ 先進的な取組について実務に反映させる道筋を整理する主体、国際的な評価基準への

対応を担う主体など、個別の課題毎に行政の役割と団体等の役割について、今後更に

検討を重ねていくことが必要である。さらに、行政、団体、有識者との間で十分な連

携を図っていく必要がある。 

 

 


